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独立行政法人福祉医療機構中期目標

平成20年2月29日付厚生労働省発社援第0229002号指示
変更：平成22年3月29日付厚生労働省発社援0329第66号指示

独立行政法人福祉医療機構は、国の福祉政策及び医療政策と密接に連携しつつ、貸付

その他の公共性の高い多様な事業を公正かつ総合的に実施することにより、わが国の福
祉の増進並びに医療の普及及び向上に貢献することが期待されている。

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２９条第１項の規定に基づき、
独立行政法人福祉医療機構が達成すべき業務運営に関する目標を次のように定める。

平成２０年２月２９日
厚生労働大臣

舛 添 要 一

第１ 中期目標の期間

独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第２９条第２項第１号の中期目
標の期間は、平成２０年４月から平成２５年３月までの５年とする。

第２ 法人全体の業務運営の改善に関する事項
独立行政法人の趣旨を十分に踏まえ、業務実施方法の更なる改善を図り、機構に

期待される社会的使命を効率的、効果的に果たすことができるよう、経営管理の充
実・強化を図ること。

１ 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備

国の政策や福祉医療に係る事業経営環境が変化する中で福祉医療に係る事業の健全
な発展を総合的に支援するため、組織編成、人員配置等の業務運営体制を継続的に見

直すこと。

２ 業務管理（リスク管理）の充実
効率的かつ効果的な業務運営を行うため、業務の実態に応じた業務管理手法の確立・

定着を図るとともに、法人運営に伴い発生する業務上のリスク、財務上のリスク等を
把握し、適切な予防措置を講じるなどリスク管理の充実を図ること。

第３ 業務運営の効率化に関する事項
通則法第２９条第２項第２号の業務運営の効率化に関する事項は、次のとおりと

する。

１ 業務・システムの効率化と情報化の推進
（１）平成１９年度に策定した以下の事業等に係る業務・システムの最適化計画に基づ

き業務の見直し並びにシステム構成及び調達方式の見直しを行うことにより、シス
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テムコスト削減、システム調達における透明性の確保及び業務運営の合理化を行い、
経費の節減及び随意契約の見直し等を図ること。

・ 福祉医療貸付事業
・ 福祉保健医療情報サービス事業

・ 退職手当共済事業
・ 年金担保貸付事業

・ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務

（２）業務の実施を効率的かつ安定的に支援するため、システム等の継続的な改善に努
めること。

（３）情報化の進展による諸環境の変化に対応できるように、情報管理担当部署の専門

性の向上を図るとともに、業務上必要となる職員のＩＴ技能の習得を推進すること。

２ 経費の節減
（１）業務方法の見直し及び事務の効率化を行い、経費の節減に努めること。

（２）契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、以下の取組により、

随意契約の適正化を推進すること。
① 「随意契約見直し計画」に基づく取組を着実に実施するとともに、その取組状

況を公表すること。
② 一般競争入札等により契約を行う場合であっても、特に企画競争や公募を行う

場合には、競争性、透明性が十分確保される方法により実施すること。
③ 監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施について徹

底的なチェックを受けること。

（３）一般管理費、人件費及び業務経費（退職手当金、社会福祉事業に関する調査研究、
知識の普及及び研修に係る経費、承継年金住宅融資等債権管理回収業務に係る金融

機関及び債権回収会社への業務委託費及び抵当権移転登記経費並びに承継教育資金
貸付けあっせん業務に係る経費を除く。）については、効率的な利用に努め、中期

目標期間の最終事業年度において、平成１９年度予算と比べて１５.５%程度の額
を節減すること。

人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関
する法律」（平成１８年法律第４７号）に基づき、平成１８年度以降の５年間で、

平成１７年度を基準（ただし、平成１８年度に承継された年金住宅融資等債権管理
回収業務及び教育資金貸付けあっせん業務に係る２勘定については、平成１８年４

月１日に在職する人員及びこれを前提として支払われるべき人件費を基準）として
５％以上を削減すること。

さらに、経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６（平成１８年７月７
日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成２３年度ま

で継続すること。
併せて、機構の給与水準について、以下のような観点からの検証を行い、その検

証結果や取組状況については公表するものとすること。
① 職員の在職地域や学歴構成等の要因を考慮してもなお国家公務員の給与水準を

上回っていないか。



- 3 -

② 職員に占める管理職割合が高いなど、給与水準が高い原因について、是正の余
地はないか。

③ 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、類似の業務を行っている民間事
業者の給与水準等に照らし、現状の給与水準が適切かどうか十分な説明ができる

か。
④ その他、給与水準についての説明が十分に国民の理解の得られるものとなって

いるか。

第４ 業務の質の向上に関する事項

通則法第２９条第２項第３号の国民に対して提供するサービスその他の業務の質
の向上に関する事項は、次のとおりとする。

１ 福祉医療貸付事業（福祉貸付事業）

福祉貸付事業については、国の福祉政策に即して民間の社会福祉施設等の整備に対
し長期・固定・低利の資金を提供すること等により、福祉、介護サービスを安定的か

つ効率的に提供する基盤整備に資するため、以下の点に特に留意してその適正な実施
に努めること。

（１）国の福祉政策における政策目標を着実に推進するため、毎年度、国と協議のうえ、

当該年度における融資の基本方針を定めた融資方針に基づき、政策優先度に即して
効果的かつ効率的な政策融資を実施すること。

（２）政策融資の果たすべき役割を踏まえ、国の要請等に基づき、災害復旧、制度改正、

金融環境の変化に伴う経営悪化への対応に臨機応変に対応すること。

（３）政策融資の果たすべき役割を踏まえ、事業者の施設整備等に関する相談等を適切
に実施することにより、利用者サービスの向上を図ること。

（４）民業補完の推進の観点から、福祉貸付における協調融資制度を充実し、制度の適

切な運用に努めること。

（５）審査業務及び資金交付業務について利用者サービスの向上を図ること。

２ 福祉医療貸付事業（医療貸付事業）
医療貸付事業については、国の医療政策に即して民間の医療施設等の整備に対し長

期・固定・低利の資金を提供すること等により、医療サービスを安定的かつ効率的に
提供する基盤整備に資するため、以下の点に特に留意してその適正な実施に努めるこ

と。

（１）国の医療政策における政策目標を着実に推進するため、国と協議のうえ、中期目
標期間中における融資の基本方針を定めたガイドラインに基づき、政策優先度に即

して効果的かつ効率的な政策融資を実施すること。
ただし、当該ガイドラインの施行に当たっては、制度の円滑な移行のため十分な

周知期間を設けること。
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（２）政策融資の果たすべき役割を踏まえ、国の要請等に基づき、災害復旧、制度改正、

金融環境の変化に伴う経営悪化への対応に臨機応変に対応すること。

（３）政策融資の果たすべき役割を踏まえ、事業者の施設整備等に関する相談等を適切
に実施することにより、利用者サービスの向上を図ること。

（４）審査業務及び資金交付業務について利用者サービスの向上を図るとともに、病院

の機能や経営状況についての第三者評価結果を融資審査に活用すること。

３ 福祉医療貸付事業（債権管理）
（１）福祉医療貸付事業等の効率化

① 政策金融改革の趣旨を踏まえ、融資の重点化及び融資率の引き下げを行い、平
成２４年度予算における福祉医療貸付事業の新規融資額を平成１７年度における

同事業の新規融資額の実績と比べて２０%程度縮減し、併せて同事業における融
資残高の縮減に努めること。

② 福祉医療貸付事業の金利について、政策の変更、緊急措置等やむを得ない事情
により国が認めたものを除き、現中期目標期間中の新規契約分について利差益が

確保されるよう努めること。
③ 政策融資としての役割を効果的に果たし、併せて民業補完を推進するとの観点

から、政策融資としての機能を毎年点検し、事業内容を不断に見直す等事業の効
率化を進めること。

（２）リスク管理債権の適正な管理

福祉医療貸付事業の貸付債権について、貸付先の業況の把握、福祉医療経営指導
事業等との連携の強化による債権悪化の未然防止に取組むとともに、債権区分別に

適切な管理を行い、中期目標期間中における貸付残高に対するリスク管理債権の額
の比率を第１期中期目標期間中の比率の平均を上回らないように努めること。

４ 福祉医療経営指導事業

福祉医療経営指導事業（集団経営指導（セミナー）及び個別経営診断）については、
民間の社会福祉施設、医療施設の経営者に対し、公的な立場から経営に関わる正確な

情報や有益な知識を提供し、あるいは経営状況を的確に診断することにより、福祉、
介護、医療サービスを安定的かつ効率的に提供できる施設の経営を支援するため、以

下の点に特に留意してその適正な実施に努めること。

（１）集団経営指導（セミナー）については、施設の健全経営のために必要な情報を広
く施設経営者等に提供すること。

（２）施設経営者等が施設の経営状況を的確に把握し、健全な施設経営を行うことがで

きるように、診断メニューの多様化を図り、個別経営診断の普及に努めること。特
に、実地調査を伴う個別経営診断の強化を図り、経営が悪化あるいは悪化が懸念さ

れる施設に対する経営支援に努めること。

（３）社会福祉や医療の制度変更、経営環境の変化等による経営者のニーズを的確に把
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握し、施設経営を支援するための情報の収集・分析・提供の充実強化に努めること。

（４）集団経営指導及び個別経営診断の各業務において、運営費交付金の縮減の観点か
ら自己収入の拡大に努めること。

５ 社会福祉振興助成事業

平成２２年度から実施する社会福祉振興助成事業（以下「助成事業」という。）に
ついては、国からの補助金の交付を受け、高齢者・障害者が自立した生活を送れるよ

う、また、子どもたちが健やかに安心して成長できるよう支援すること等を目的とし
て、民間の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ細かな活動等に対し、効果的な資

金助成を行うため、以下の点に特に留意してその適正な実施に努めること。

（１）助成事業の募集に当たっては、国が定める助成対象事業を踏まえ、毎年度、助成

方針を定め公表すること。その際、制度改革等により変化する政策課題や多様化す

る国民ニーズに即した助成を行うため、毎年度、重点的に助成する分野を国と協議

のうえ設定し、助成方針に明記すること。

（２）助成事業の選定については、毎年度、外部有識者からなる委員会において、選定

方針を定め、公正に選定を行うなど、客観性及び透明性の確保を図ること。

また、事業内容の特性に配慮しつつ、助成事業の固定化回避に努めること。

（３）助成事業の申請等の事務負担を軽減するため、各種提出書類の電子化などを行う

こと。

（４）助成した事業の事後評価については、毎年度、外部有識者からなる委員会におい
て、評価方針を定め、効率的かつ効果的な評価を行うこと。また、事後評価結果を

選定方針の改正等に適正に反映すること。

（５）助成事業の成果が、助成先団体が行う事業の発展・充実に繋がるよう、適切な相
談・助言に努めること。

（６）事後評価の結果を踏まえ、事業効果の高い事業等の周知とその効果的な普及を推

進すること。

６ 退職手当共済事業
退職手当共済事業は、社会福祉施設等を経営する社会福祉法人等の相互扶助の精神

に基づき、社会福祉施設等に従事する職員について退職手当共済制度を確立し、もっ
て社会福祉事業の振興に寄与するため、以下の点に留意してその適正な実施に努める

こと。

（１）退職手当金の給付事務の効率化により、請求書の受付から給付までの平均処理期
間の短縮を図ること。

（２）利用者への説明会や提出書類の簡素化等により、利用者の手続き面での利便性の

向上及び負担の軽減に努めること。
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（３）業務委託先への業務指導を徹底することにより、窓口相談、届出受理の機能強化

を図ること。

７ 心身障害者扶養保険事業
心身障害者扶養保険事業（以下「扶養保険事業」という。）については、地方公共

団体が実施する心身障害者扶養共済制度（以下「扶養共済制度」という。）によって
地方公共団体が加入者に対して負う共済責任を保険する事業に関する業務を安定的に

行うことにより、心身障害者の保護者の不安を解消し、保護者死亡後の心身障害者の
生活安定に寄与することを目的とし、以下の点に特に留意してその適正な実施に努め

ること。
なお、扶養共済制度に関し、国においては、その安定的な運営を図り、将来にわた

り障害者に対する年金給付を確実に行うため、１９年度末の積立不足に対応し、機構
が定期的に行う扶養共済制度の長期的な財政状況の検証を踏まえ、毎年度予算編成を

経て必要な財政支援措置を各地方公共団体とともに講ずることとし、機構は、上記の
国・地方公共団体による財政措置を踏まえ、資金の安全かつ効率的な運用に努めるこ

と。

（１）財政状況の検証
扶養保険事業の安定的な運営を図り、将来にわたり障害者に対する年金給付を確

実に行うため、毎年度、扶養保険事業の財政状況を検証するとともに、加入者等に
対し公表すること。

なお、国においては少なくとも５年ごとに保険料水準等の見直しを行なうことと
していることから、基礎数値等見直しに必要な情報を提供するとともに、将来的に

当該事業の安定的な運営に支障が見込まれる場合には、厚生労働大臣に対しその旨
申出をすること。

（２）扶養保険資金の運用

① 基本的考え方
扶養保険資金の運用については、制度に起因する資金の特性を十分に踏まえ、

長期的な観点から安全かつ効率的に行うことにより、将来にわたって扶養保険事
業の運営の安定に資することを目的として行うこと。

② 運用の目標
厚生労働大臣が別途指示する運用利回りを確保するため、長期的に維持すべき

資産構成割合（以下「基本ポートフォリオ」という。）を定め、これに基づき管
理を行うこと。

各年度において、各資産ごとに各々のベンチマーク収益率を確保するよう努め
るとともに、中期目標期間において、各々のベンチマーク収益率を確保すること。

ベンチマークについては、市場を反映した構成であること、投資可能な有価証
券により構成されていること、その指標の詳細が開示されていること等の条件を

満たす適切な市場指標を用いること。
③ 運用におけるリスク管理

扶養保険資金については、分散投資による運用を行うとともに、運用に伴う各
種リスクの管理を行うこと。

④ 年金給付のための流動性の確保
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扶養保険事業の財政見通し及び収支状況を踏まえ、年金給付等に必要な流動性
（現金等）を確保すること。

⑤ 運用に関する基本方針の策定
扶養保険資金の運用について、基本方針を策定すること。

⑥ 基本ポートフォリオの策定
基本ポートフォリオは、扶養保険事業の数理上の前提と整合的なものとなるよ

うに策定することとし、その際、以下の点に留意すること。
・ 厚生労働大臣が別途指示する運用利回りを確保するような資産構成とするこ

と。
・ 扶養保険事業の短期資金需要等を踏まえて策定すること。

・ 扶養保険事業の財政の安定化の観点から、変動リスクを一定範囲に抑える資
産構成とすること。その際、株式のリターン・リスクについては、そのリスク

特性に配慮しつつ、慎重に推計を行い、ポートフォリオ全体のリスクを最小限
に抑制すること。

⑦ 基本ポートフォリオの見直し
基本ポートフォリオの策定時に想定した運用環境が現実から乖離していないか

などについての検証を行い、必要に応じて随時見直すこと。
⑧ リスク管理の徹底

基本ポートフォリオ管理を適切に行うとともに、資産全体、各資産、各運用受
託機関及び各資産管理機関のリスク管理を行うこと。

⑨ 運用手法
長期保有を前提としたインデックス運用等のパッシブ運用を中心とすること。

⑩ 企業経営等に与える影響への考慮
企業経営等に与える影響を考慮し、株式運用において個別銘柄の選択は行わな

いこと。また、長期的な株主等の利益の最大化を目指す観点から、株主議決権の
行使などの適切な対応を行うこと。

⑪ 扶養保険事業に関する生命保険契約における運用実績等の検証
扶養保険事業の財政状況の検証に資するため、毎年度、市場環境や投資行動の

観点から運用実績を確認する等の検証を行うこと。

（３）事務処理の適切な実施
心身障害者及びその保護者に対するサービスの向上を図るため、扶養共済制度を

運営する地方公共団体と相互の事務処理が適切になされるように連携を図ること。

８ 福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業）
ＷＡＭ ＮＥＴ事業については、福祉及び保健医療に関する情報システムの整備及

び管理を行い、行政機関や福祉保健医療に関係する民間団体に対して全国規模での共
通の基盤を提供することにより情報交換の推進を支援し、併せて福祉・介護及び保健

医療サービスの利用者に対する提供情報の拡充を目的とし、以下の点に特に留意して
その適正な実施に努めること。

（１）福祉保健医療情報に対する国民のニーズの高度化とこれら情報の提供機関の多様

化等に対応して、ＷＡＭ ＮＥＴの特長を最大限に活かすことができる事業への重
点化を図るとともに、提供する情報の質の向上等に努めること。
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（２）福祉保健医療施策及び機構業務の効率的実施を推進するためにＷＡＭ ＮＥＴ基
盤を活用すること。

（３）ＷＡＭ ＮＥＴ事業について、運営費交付金の縮減の観点から広告収入等の自己

収入の拡大に努めるほか、業務・システムの最適化計画に基づき業務委託の見直し
を行うことにより事務の効率化を図ること。

また、専用サイトについては利用料を徴収するなど、新たな自己収入の増加策に
ついて検討し、業務・システム最適化計画の実施に合わせて平成２１年度末までに

結論を得、更なる自己収入の拡大に努めること。

９ 年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業
年金担保貸付事業については、厚生年金保険制度、船員保険制度及び国民年金制度

に基づき支給される年金並びに労災年金担保貸付事業については、労働者災害補償保
険制度に基づき支給される年金の受給者に対し、その受給権を担保にする特例措置と

して低利で小口の資金を貸し付けることにより、高齢者等の生活の安定を支援するこ
と及び労災年金受給者の生活を援護することを目的として、以下の点に留意してその

適正な事業実施に努めること。

（１）年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業においては、「独立行政法人整理合
理化計画」（平成１９年１２月２４日閣議決定）に基づく運営費交付金の廃止、及

び年金担保貸付事業における貸付原資の自己調達化を踏まえ、業務運営コストを分
析し、その適正化を図るとともに、貸付金利の水準に適切に反映することにより、

安定的で効率的な業務運営に努めること。

（２）業務運営に当たっては、利用者の利便性に配慮するとともに、借入申込時に年金
受給者にとって無理のない返済となるように配慮した審査等を行うこと。

また、貸付後の返済方法などの返済条件の緩和の必要性について検討し、適切な
措置を講じること。

（３）年金担保貸付制度及び労災年金担保貸付制度の周知を図るとともに、受託金融機

関の窓口等における利用者への適切な対応に努めること。

（４）年金受給者にとって無理のない返済となるように配慮した審査等の実施に伴う事
務処理の増加を考慮しつつ、事務処理方法の見直し等により、借入申込みから貸付

実行までの期間を平成１９年度と比較して短縮するよう取組を行うこと。

１０ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務及び承継教育資金貸付けあっせん業務
（１）承継年金住宅融資等債権管理回収業務

承継年金住宅融資等債権管理回収業務については、回収金が国への納付により年
金給付の財源となることを踏まえ、以下の点に留意してその適正な業務実施に努め

ること。
① 年金住宅融資等債権について、貸付先の財務状況等の把握及び分析、担保物件

及び保証機関又は保証人の保証履行能力の評価等を適時に行うことにより、適切
な債権管理に努めること。

② 年金住宅融資等債権について、適時的確に回収を行うことにより、延滞債権の
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発生の抑制に努めること。
③ 延滞債権について、貸付先に対する督促、保証機関又は保証人に対する保証履

行請求及び担保物件の処分等を適切に行うことにより、早期の債権回収に努める
こと。

（２）承継教育資金貸付けあっせん業務

「独立行政法人整理合理化計画」を踏まえ、平成２０年度から承継教育資金貸付
けあっせん業務を休止すること。

第５ 財務内容の改善に関する事項
通則法第２９条第２項第４号の財務内容の改善に関する目標は、次のとおりとす

る。

１ 運営費交付金以外の収入の確保
運営費交付金を充当して行う事業については、それぞれの事業目的を損なわない範

囲で、利用者負担その他の自己収入を確保することに努めること。

２ 自己資金調達による貸付原資の確保
福祉医療貸付事業及び年金担保貸付事業において、財投機関債の発行等による資金

調達を適切に行うこと。

３ 資産の有効活用
機構の保有する資産の活用方法について、自己収入の増加を図る等の観点から、中

期目標期間中に見直しを行うこと。

第６ その他業務運営に関する重要事項

通則法第２９条第２項第５号のその他業務運営に関する重要目標は、次のとおり
とする。

人事に関する事項

（１）効率的かつ効果的な業務運営を行うため、組織編成及び人員配置を実情に応じて
見直すこと。

（２）人事評価制度の運用により職員の努力とその成果を適正に評価するとともに、人

材の育成に努め、士気及び専門性の高い組織運営に努めること。


